
●地域子ども・子育て支援事業

区分 単位 計画値 実績値 実施状況 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み 21 21 20 20 19

確保方策 63 63 63 63 63

量の見込み 246 222 222 216 205

確保方策 300 300 300 300 300

量の見込み 14 14 14 14 14

確保方策 14 14 14 14 14

量の見込み 年延べ人数 21,200 20,084 21,090 20,985 20,880 20,775

確保方策 箇所 4 4 4 4 4 4

延長保育事業

保育認定を受けたこどもについて、通
常の利用日及び利用時間以外の日及び
時間に、認定こども園、保育所等にお
いて保育を実施する事業

計画内容

事業名 事業の概要

令和７年度

実人数
保護差の就労形態の多様化に対応する
ためすべての公立園、私立園で実施し
ています。

放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

子育て短期支援事業

地域子育て支援拠点事業

保護者が労働等により昼間家庭にいな
い小学校に就学している児童に対し、
授業の終了後に小学校の余裕教室等を
利用して適切な遊び及び生活の場を与
えて、その健全な育成を図る事業

放課後児童クラブの運営持続に資する
ため、補助金の交付事業を実施しまし
た。また、研修等のあっせんや相互連
携の強化に係る支援を行いました。

実人数

年延べ人数

保護者の疾病等の理由により家庭において
養育を受けることが一時的に困難となった
児童について、児童養護施設等に入所さ
せ、必要な保護を行う事業（短期入所生活
援助事業（ショートステイ事業）及び夜間
養護等事業（トワイライトステイ事業））

乳幼児及びその保護者が相互の交流を
行う場所を開設し、子育てについての
相談、情報の提供、助言その他の援助
を行う事業

ひとり親世帯の保護者のレスパイトケ
アを目的に児童養護施設及び里親宅で
子育て短期支援事業を実施しました。
実世帯：1　実児童数：2

地域子育て支援センターにおいて、子
育て中の親と子が気軽に参加、交流で
きる場を提供しました。また、子育て
の不安・悩みを相談しその不安感等を
緩和し、親と子の育ちを支援しまし
た。
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量の見込み ━ ━ ━ ━ ━

確保方策 0 0 0 0 0

量の見込み 1,185 1,244 1,306 1,370 1,438

確保方策 1,440 1,440 1,440 1,440 1,440

量の見込み 50 50 50 50 50

確保方策 480 1,440 1,440 1,440 1,440

量の見込み 25 25 25 23 23

確保方策 25 25 25 25 25

量の見込み 1 1 1 1 1

確保方策 1 1 1 1 1

量の見込み 2,380 2,380 2,380 2,380 2,380

確保方策 2,380 2,380 2,380 2,380 2,380

一時預かり事業（保育所等）

病児・病後児保育事業

一時預かり事業（幼稚園）

母子健康手帳交付時に1人当たり14枚配
布しています。
実人数：270人
　(内転入者12人の交換交付含む)

市内にこども家庭センターを設置（直営）
し、保健師、こども家庭支援員等による相
談支援を実施しました。

箇所

年延べ回数

利用者支援事業

乳幼児や小学生等の児童を有する子育
て中の保護者を会員として、児童の預
かり等の援助を受けることを希望する
者と当該援助を行うことを希望する者
との相互援助活動に関する連絡、調整
を行う事業

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業

妊婦健康診査事業
（妊婦健康診査費用助成事業）

こども又はその保護者の身近な場所で、教
育・保育施設や地域の子育て支援事業等の
情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行
うとともに、関係機関との連絡調整等を実
施する事業

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊
婦に対する健康診査として、①健康状態の
把握、②検査計測、③保健指導を実施する
とともに、妊娠期間中の適時に必要に応じ
た医学的検査を実施する事業

年延べ人数

年延べ人数

家庭において保育を受けることが一時
的に困難となった乳幼児について、主
として昼間において、認定こども園、
幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点
その他の場所で一時的に預かり、必要
な保護を行う事業

年延べ人数

病気又は病気回復期で集団保育ができ
ない場合に、病院・保育所等に付設さ
れた専用スペース等において、看護師
等が一時的に保育等する事業

私立園4園で実施しました。
保育園等への入園率の増加により利用
者数が減少しました。

子の看護休暇などの法整備が進み保護者が
休暇を取りやすくなってきているため利用
が減少しています。
公立東濃中部医療センターの開院に伴い、
病児・病後児保育事業所も土岐市へ移転し
ました。

瑞浪市では実施していません。
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144 在宅ワーク中の預かりでの定期的な利用が増えています。



量の見込み 220 220 220 220 220

確保方策 230 230 230 230 230

量の見込み 20 20 20 20 20

確保方策 20 20 20 20 20

量の見込み 96 96 96 96 96

確保方策 144 144 144 144 144

量の見込み 8 8 8 8 8

確保方策 10 10 10 10 10

量の見込み ━ 5 5 9 9

確保方策 ━ 5 5 9 9

量の見込み 140 140 140 140 140

確保方策 150 150 150 150 150

産後ケア事業

産後も安心して子育てができるよう、産後
のママと赤ちゃんに対し、授乳や沐浴等の
アドバイス、育児相談、産後のお母さんの
からだやこころのケア、生活面の指導、相
談、こどもの成長や発達の確認等様々な産
後ケアを行う事業

年延べ人数 111
1歳までの母子を対象に、宿泊型・通所
型・訪問型の産後ケアを実施しました。
宿泊：17人　通所：54人　訪問：40人

乳児等通園支援事業

現行の幼児教育・保育給付に加え、月一定
時間までの利用可能枠の中で、就労要件を
問わず時間単位等で柔軟に利用できる新た
な通園給付事業

日あたり人数 ━ 令和8年度から実施します。

家庭を訪問し、家事や育児・養育支援、子
育て等に関する不安や悩みを傾聴する事業

年延べ人数 12

要保護家庭を対象に、研修を受講した
訪問支援員による家事支援や育児支援
を実施しました。
実世帯：１世帯

親子関係形成支援事業

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を
抱えている保護者等に対し、講義やグルー
プワークを通して保護者同士が悩みや不安
を相談・共有し、情報交換ができる場を提
供し、子育てを支援する事業

年延べ人数 10

１－３歳までの幼児を育てる母親を対象に
子育ての悩み等を話し合い、学び合う講座
を１クール７回コースで実施しました。
実参加者数：10名

おおよそ生後２か月を目途に主に助産
師による家庭訪問を実施し、保健指導
や情報提供を実施しました。

年延べ回数

実世帯数

乳児家庭全戸訪問事業

養育支援訪問事業
（子どもを守る地域ネット
ワーク機能強化事業）

養育支援が特に必要な家庭に対し、居宅を
訪問し、養育に関する指導・助言等を行う
ことにより、当該家庭の適切な養育の実施
を確保する事業
要保護児童対策協議会の機能強化を図るた
め、調整機関職員やネットワーク構成員
（関係機関）の専門性強化と、ネットワー
ク機関間の連携強化を図る事業

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭
を訪問し、子育て支援に関する情報提供や
養育環境等の把握を行う事業

子育て世帯訪問支援事業

16

160

児童虐待のリスクが高い要保護家庭等に対
し、家庭訪問を実施し、養育に関する指導
や助言等を実施しました。



量の見込み 660 660 660 660 660

確保方策 660 660 660 660 660

量の見込み ━ ━ ━ ━ ━

確保方策 ━ ━ ━ ━ ━

量の見込み ━ ━ ━ ━ ━

確保方策 ━ ━ ━ ━ ━

量の見込み ━ ━ ━ ━ ━

確保方策 ━ ━ ━ ━ ━

児童育成支援拠点事業

家庭や学校に居場所のない児童等に対し
て、居場所となる場を開設し、多様な課題
に応じて、生活習慣の形成や学習のサポー
ト、進路等の相談支援、食事の提供等を行
うとともに、個々の児童の状況に応じた支
援を包括的に提供することで、虐待を防止
し、こどもの最善の利益の保障と健全な育
成を図る事業

━ 実施予定はありません。

多様な事業者の参入促進・
能力活用事業

特定教育・保育施設等への民間事業者の参
入の促進に関する調査研究その他多様な事
業者の能力を活用した特定教育・保育施設
等の設置又は運営を促進する事業

━ ━ 該当する事業はありませんでした。

実費徴収に係る補足給付を
行う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特
定教育・保育施設等に対して保護者が支払
うべき日用品、文房具その他の教育・保育
に必要な物品の購入に要する費用又は行事
への参加に要する費用等を助成する事業

━ ━ 対象者がいませんでした。

年延べ人数妊婦等包括相談支援事業

妊婦等の心身の状況、その置かれている環
境等の把握を行うほか、母子保健や子育て
に関する情報の提供、相談その他の援助を
行う事業

妊娠期から切れ間のない相談支援を実
施するため母子健康手帳交付時、妊娠
後期、産後に面談を実施しました。
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